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「GS1 Japan 産業横断レジストリー」の概要
ー 商品情報授受の効率化に向けて国内最大の商品情報レジストリーを構築 ー

商品情報レジストリーの意義

　近年、新型コロナウィルス感染症
の拡大をきっかけに私たちの日々の
生活、社会の価値観や在り方自体が
変化してきている。これらの変化に
対応していくため、社会全体として
デジタル化、ネット化への対応が強
く求められ、DX（デジタルトラン
スフォーメーション）の取り組みが
活発化している。また、ネット通販
などの電子商取引（EC）は増大し、
ネットを介した商品の取引は
B2B、および B2Cはもちろん、
C2Cの領域にも急速に広がってい
る。この取引のネット化の拡大とと
もに、正確な商品情報の重要性がか
つてないほど増している。インター
ネット、デジタル、5G、あらゆる
情報がつながる世界では、モノと情
報がセットで初めて “商品 ” として
「完全」といえる。商品とその商品
情報の電子データは、一体不可分で
ある。
　GS1 Japan（（一財）流通シス
テム開発センター）と㈱ジャパン・
インフォレックス (JII)(注 1)および
㈱プラネット（注 2）の三者は、ICT

（Information and Communication 

Technology）、IoT（Internet of 

Things）などの進展により高まる
商品情報のニーズに対処するため、
業界横断的な商品情報のレジストリ
ーとして、GS1 Japan産業横断レ
ジストリー（以下、商品情報レジス
トリー）を構築し、正確な商品情報
の提供とサプライチェーン全体の商
品情報授受の効率化のための取り組
みを共同推進していく。正確な商品
情報とは、商品を販売している（世
に問うている）事業者として商品を
最もよく知る当事者であるブラン

ド・オーナーが管理している商品情
報を意味している。
　三者は関係団体または業界から寄
せられる期待とその使命を自覚し、
「社会的なインフラ」、「公共性」およ
び「全産業の繁栄」を構築・運営の
精神として、商品情報レジストリー
の育成・拡大を図っていく。三者が
共同で取り組むことで国内最大の日
本型の商品情報レジストリーとなる。

JII とプラネットの概要と三者の　
これまで

　JIIは、酒類・食品業界の卸売業
が共同で商品マスターを登録・管理
し、業界の合理化に資することを目
的として 2006年に設立され、商品
マスター情報提供と標準化・合理化
推進を行っている。
　またプラネットは、日用品・化粧
品業界の主要メーカーが出資して、
日本初の業界特化型の EDI（電子
データ交換）サービスを目的として
1985年に設立され、主に、EDI、
商品データベースなどのサービスを
行っている。

　GS1 Japanと JIIおよびプラネ
ットの三者のこれまでの取り組みに
ついては、表を参照してほしい。

商品情報レジストリーの概要

　商品情報レジストリーは、GS1 

Japan Data Bank（図 1）内に構
築していく。JIIとプラネットから
はGTIN(注 4)に関連する商品の基本
情報（商品名、商品カテゴリー、ブ
ランド名、内容量）を GJDBに連
携する。JIIからは 2022年 2月に
ブランド・オーナーが JIIに登録し
た商品情報のみの連携が開始され、
また、同年の 6月にプラネットから
商品情報の連携が開始される（図 2）。
　GJDBに商品情報を登録する事
業者のうち約 9 割が新規事業者
（これから“初めて”自社の商品に
GTINを設定する事業者）である。
JIIとプラネットから商品情報の連
携が開始されることにより、主要な
ブランド・オーナーが発信する食
品、日用品に必要な最低限の基本情
報が商品情報レジストリーで確認で
きるようになる。これらの情報は小

表　GS1 Japan と JII およびプラネットのこれまでの取り組み
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売業者、卸売業者などが商品を新た
に取り扱う際にはほぼ例外なく確認
している重要な情報である。

商品情報レジストリーの今後

　今後は、他業界の商品情報 DB

事業者（または企業）にも協力を呼
びかけつつ、商品の基本情報の網羅
率を上げていく。さらに、商品情報
レジストリーに詳細な情報へのリン
ク先（詳細情報の場所）を持つこと
で、業界特有の詳細情報が必要な企
業に対しては、商品情報レジストリ
ー経由で提供できる仕組みを検討し
ていく。
　今後も商品情報レジストリーが産
業、社会のための重要な商品情報基
盤となり、商品情報の登録および利
用の利便性が高まるよう、三者で協
力を強化しつつ取り組んでいく所存
である。
（注 1）㈱ジャパン・インフォレックス（JII）

代表取締役社長　西田邦生

所在地：東京都中央区日本橋本石町三　

　丁目 2番 12号 社労士ビル 3階

設立：2006年 4月 10日

資本金：2億 4000万円

事業概要：商品マスター情報提供と標　

　準化・合理化推進事業

URL：https://jii-inforex.co.jp/

（注 2）㈱プラネット

代表取締役社長　田上正勝

所在地：東京都港区浜松町 1-31 文化　

　放送メディアプラスビル 3階

設立：1985 年 8月 1日

資本金：4億 3610万円

事業内容：EDI基幹プラットフォーム　

　の構築・提供・運用

URL:https://www.planet-van.

co.jp/

（注 3）GS1 Japan Data Bank（略

称 GJDB）は、GS1事業者コード

を貸与された事業者である商品メーカ

ー（ブランド・オーナー）が、GJDB

に商品の情報を登録することで、

「GTIN (JANコード )の設定」、「GTIN

の管理」、「バーコード画像の生成 /ダ

ウンロード」が簡単にできる。さらに、

登録された商品の情報は GS1 Japan

に関連する国内外のデータベースにシ

ームレスに公開される。

　URL：https://www.gs1jp.org/

database_service/gjdb/

（注4）Global Trade Item Number （略

称 GTIN)は、JAN コードの標準タイ

プ（GTIN-13）、短縮タイプ（GTIN-8）

や集合包装用商品コード（GTIN-14）

など、商品・サービスに対して設定す

る GS1 標準の商品識別コード。事業

者（ブランド・オーナー）が、GS1 

Japanから貸与された GS1 事業者コ

ードを用いて、商品ごとに設定する。

【本件に関するお問い合わせ先】
GS1 Japanデータベース事業部
gjdb@gs1jp.org

（データベース事業部　銅直）

図 1　GS1 Japan Data Bank（GJDB）概要図

図 2　三者共同取り組み概要図
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GS1 ヘルスケアジャパン協議会オープンセミナー 2022 開催
ー 使おうGS1バーコード、語ろう医療の未来 ー

　2022年 3月 10日、GS1ヘルス
ケアジャパン協議会オープンセミナ
ー 2022が、The Grande Hall（東
京・品川）で開催された。東京都の
まん延防止等重点措置が延長される
中、2021年に引き続き、会場・
WEB配信のハイブリッド形式で行
われた。現地参加者は 40名ほどと
多くはなかったものの、WEBでは
600名近いライブ聴講があり、後
日配信を含めると 800名近くが聴
講したことになる。
　昨年に比べると医療従事者の聴講
も多く、薬機法改正とそれに伴うバ
ーコード表示義務化により、医療機
関での安全性向上のための GS1標
準利用への関心がより高まっている
ことがうかがえた。
　また今回、新たな取り組みとし
て、GS1ヘルスケアジャパン協議
会（以下、協議会）会員によるブー
ス展示も行われた。バーコードリー
ダや印字装置など、バーコード関連
の具体的な機器やシステムに触れる
機会も提供された。

基調講演、行政・業界の講演より

　本セミナーは、毎年、GS1に関
連する医療情報の標準化やバーコー

ド表示規制の
動向などを中
心とする行政・
業界団体から
の講演と、医
療機関等での
具体的な GS1

標準の利活用
例の紹介を中
心とする講演
が行われる。
　開会挨拶とし
て、協議会の落合慈之会長より、医
療安全の向上のため、メーカーから
患者までのトレーサビリティにおけ
る GS1標準の重要性が述べられ、
医療従事者への普及と理解への協力
が呼びかけられた。
　基調講演では、（独）医薬品医療
機器総合機構（PMDA）の藤原康
弘理事長より「医療イノベーション
の推進に向けた PMDAの取組み－
デジタル変革への対応―」をテーマ
に、早期承認制度やリアルワール
ド・データなど PMDAで進められ
ている幅広い取り組みが紹介された。
　続いて、厚生労働省 医薬・生活
衛生局医薬安全対策課の松浦秀幸氏
による「添付文書電子化とバーコー
ド表示の義務化がめざすもの」、（一
社）日本医療機器販売業協会（医器
販協）の冨木隆夫理事より「医療機
器流通における GS1バーコードの
活用について」の各講演が行われた。
　薬機法改正による添付文書の電
子化とバーコードの重要性などが
行政の立場で述べられるととも
に、物流を担う医療機器販売業の
立場から、適切なバーコード表示
と EDI（電子データ交換）の重要
性が語られた。

医療機関での GS1 標準利活用

　医療機関等での具体的な GS1標
準の利活用例として、具体的に
GS1標準を利用している 4名の医
療従事者から順次講演が行われた。
　京都第二赤十字病院の田中聖人先
生からは、医薬品、医療機器両方の
利用において、さまざまな場面での
GTINと GS1バーコードの活用例
が紹介され、日本調剤㈱・東北大学
大学院の鈴木高弘先生からは、電子
添文閲覧アプリである「添文ナビ」
に関する薬剤師の利用意識調査の結
果が報告された。添文ナビについ
て、利用しやすさなど好意的な意見
が多く、持参薬・残薬管理など、薬
剤師の日常業務を円滑にするための
ツールとしても期待されているとの
ことである。
　川崎市立川崎病院の楢林敦先生
からは、GS1データバー合成シン
ボルを利用した、小児用ワクチン
の取り間違い防止とトレーサビリ
ティについての講演が行われた。1

施設のみではなく地域全体での取
り組みとして、母子手帳を用いる
効率的かつ効果的な管理システム
が紹介された。　
　国立国際医療研究センターの美代基調講演：PMDA 理事長　藤原氏

セミナー風景
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賢吾先生からは、厚生労働省の地域
基盤開発推進研究事業による、医療
現場での GS1バーコード利用のた
めの手順書の作成についての講演が
行われた。GS1標準を医療機関で
活用する上で必要となる GS1バー
コードや RFIDの知識とともに医
療機関での導入のための仕様書の書
き方などが掲載されるとのことであ
る（詳細：https://cmii.ncgm.go.jp/

med_traceablity/index.html）。

パネルディスカッション

　昨年は新型コロナウイルス感染症
の影響もあり計画されなかったパネ
ルディスカッションが今回は再開さ
れた。落合会長を座長、前述の医療
機関の 4名の講演者と医機販協の
冨木理事をパネラーとして、GS1

標準導入に当たってのステップやマ
スターデータの重要性について討議
が行われた。
　GS1標準導入に当たり、業務プ
ロセスをしっかり理解した上で電子
化を行うという観点から、必要なデ
ータ、残すべきデータを見極めシス

テム化していく
ことが重要であ
ることが強調さ
れた。
　目的とする業
務の安全性向上
や効率化のため
に は、GS1 バ
ーコードに表示
されている項目
（GTIN、有効期
限、ロット番号な
ど）のうち、どれ
が必要な項目なのかを見極め、導入
に当たっては現場の利便性を考慮し
なければならない。そのためには自
動記録や自動データ転送など、従事
者の負担が軽減されるようなシステ
ムとする必要がある。中小規模の医
療施設が多いため、導入のハードル
を下げるには標準化されたシステム
提供が必要であり、IT人材の育成
とともに政策的な後押しが必要であ
ることも提起された。
　また、GS1バーコードの利用に
はマスターデータが必須であるが、

そのためには効率的に信頼のおける
データを入手できる環境が必要であ
る。特に医療用医薬品に比べ、数も
種類も多い医療機器に対する公的デ
ータベースの必要性と、期待が強く
語られた。

　協議会では、本オープンセミナー
の他、さまざまな情報の発信も行っ
ている。詳しくは GS1ヘルスケア
ジャパン協議会ホームページをご覧
いただきたい。

（ヘルスケア業界グループ）

パネルディスカッション
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　日本では物流の危機が叫ばれ始め
て久しいが、物流はいまだ他の分野
に比べて手作業によるオペレーショ
ンが多いという。労働力不足はもと
より、最近ではそれに加えて Eコ
マースに伴うラストワンマイル配送
の急増も物流業界の負担をより大き
なものとしている。
　このような国内物流の状況を改善
すべく、経済産業省と国土交通省は
2021年 10月に「フィジカルイン
ターネット実現会議」を立ち上げ、
2022年 3月にフィジカルインター
ネット実現に向けたロードマップを
作成した（注）。
　フィジカルインターネットとは、
物流を効率化するために「インター
ネットでデータが運ばれる際と同様
に、貨物を運ぶ際にもハブでつなが
れた共通の経路を通り、動的なルー
ティングを行って標準化された単位
を効率よく運ぶ自律型の物流」とい
う考え方である。実現する上では
「標準化」が重要な鍵となる（図 1）。
　GS1 Japanではこういった物流
分野の標準化、全体効率化に向け
た動きの中でも GS1標準を役立て
ていただけるよう、「物流で使え
る！ GS1識別コード」と題する物
流関連の GS1識別コードをまとめ

たページを
当財団ウェ
ブサイト上
に新規開設
した（図2）。

ウェブペー
ジの内容

　「物流で使
え る！ GS1

識別コード」
のページで
は、下記の内
容を掲載している。
① 物流でGS1識別コー
ドを活用するメリット
②　活用が期待される
GS1 識 別 コ ー ド の 例 (GTIN、
GRAI、SSCCなど ) 

　また、同ページで紹介する内容を
リーフレット形式でまとめたPDFに
加え、GS1本部が提供するガイドラ
イ ン “GS1 Identification Keys in 

Transport & Logistics Guideline”
の参考日本語訳PDFも公開している。

GS1 Identification Keys in 　
Transport & Logistics Guideline

　本ガイドラインは 2013年にまと
められたものであり、GS1識別コ

ードを物流で活用する上での基本
が整理されている。本ガイドライ
ンでは、今回新設したウェブペー
ジで挙げた識別コードに加えて
G S I N  ( G l obal  Shipment 

Identification Number: 出
荷 識 別 番 号 ) と GINC (Global 

I d e n t i fication Number for 

Consignment: 委託貨物識別番号 ) 

という、主には国際物流での利用が
想定される識別コードについても構
成や活用例が掲載されている他、各
識別コードを実際の物流ネットワー
クの各拠点でどのように利用すれば
よいのかを考える際の参考として、
想定される輸送シナリオや出荷ラベ
ルの例も紹介されている。ぜひご一
読いただきたい。
（注）経済産業省ウェブサイト：

　https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_

info_service/physical_internet/index.html

(RFID・デジタル化推進G 木村)

物流で使える！ GS1 識別コード
ー 新規ウェブページオープン！ー

図 1　物流分野で活用が期待される GS1識別コード

図 2　物流で使える！ GS1 識別コード リーフレット

「物流で使える！ GS1識別コード」
ウェブページはこちら
https://www.gs1jp.org/standard/
industry/logistics/

6 GS1 Japan News  No.14



GS1 事業者コードの桁数と EPC
エンコード

　EPC（Electronic Product 

Code）とは、電子タグ（EPC/

RFID）において GTINをはじめと
する GS1識別コードを扱うための
体系であり、GS1の EPCタグ・
データ標準に定められている。例え
ば GTINであれば、電子タグで扱
うためにシリアル番号を加えた
SGTIN（Serialized GTIN）とい
う EPC体系が対応する。この他に
も、全ての GS1識別コードに対応
する EPC体系が定められており、
電子タグとそれ以外のデータキャリ
アとで共通して GS1識別コードを
利用することができる。
　一方、電子タグ以外のデータキャ
リアで GS1識別コードを用いる場
合と、EPCとして電子タグに書き
込む（エンコードする）場合とで異
なる点として、EPC体系では GS1

識別コードを構成する GS1事業者
コードとそれ以外の部分を分けて扱
うことが挙げられる。GS1事業者
コードの桁数はそれぞれの GS1事
業者コードごとに異なる（可変長）

ため、EPCをエンコードする際に
は、対象とする GS1識別コードに
用いられている GS1事業者コード
の桁数を把握し、その桁数に応じた
正しい処理を行わなければならない。

アパレル業界向けに EPC のエン
コード方式の考え方を解説

　GS1 Japanでは 2021年 8月以
降、従来の 7桁、9桁の GS1事業
者コードに加えて、10桁のGS1事
業者コードも貸与している。先述の
通り、例えば 9桁のGS1事業者コ
ードのみに対応した EPCエンコー
ドのプログラムを用いている場合、
10桁のGS1事業者コードには対応
できない。
　GS1 Japanではこの機会に、電
子タグ・EPCの利用が広がりつつ
あるアパレル業界を対象として、
EPCのエンコード方式を解説する
技術講座を JAFIC（（一社）日本ア
パレル・ファッション産業協会）と
協力して実施した。本技術講座は
JAFIC正会員・賛助会員を対象と
して、2022年 3月 25日、オンワ
ードパークビル会議室でのリアル開
催および Zoomによるオンライン

配信併用の形式を取った。
　本技術講座は、EPCタグ・デー
タ標準が規定している EPC体系の
考え方を理解し、かつ EPCタグ・
データ標準から必要な内容を適宜読
み解くことができるようになること
を目標に掲げている。単に 10桁の
GS1事業者コードに対応するだけ
ならば回りくどい方法であるが、場
当たり的に対応するのではなく根本
的な考え方を理解することによっ
て、今後さらに別の桁数の GS1事
業者コードを扱う機会があっても同
様の考え方で対応することができる
ようになる。この目標設定から明ら
かなとおり、本技術講座の想定対象
は電子タグに関連するソリューショ
ンプロバイダであった。しかし、電
子タグのユーザーであるアパレル企
業の参加者からも、ソリューション
プロバイダと連携するに当たりどの
ような情報を伝達する必要があるの
か、などといった質問が挙がってお
り、ソリューションプロバイダだけ
でなくユーザー企業に対しても、こ
のような技術的な内容を紹介してい
く意義が感じられた。
（RFID・デジタル化推進G 佐藤）

JAFIC にて EPC/RFID 技術講座を開催
ー 10桁GS1事業者コード発番開始を踏まえEPCのエンコード方式を解説 ー

図　講座配信の様子：EPCのエンコードにおいて GS1事業者コードの桁数（可変）が影響を与えることを解説
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流通 BMS 導入実態調査結果報告
ー 通信インフラやインボイス制度対応も調査ー

　流通BMSは流通ビジネスメッセ
ージ標準の略称で、流通事業者（メ
ーカー、卸売業、小売業）が統一的
に利用できる消費財流通業界の標準
EDIである。流通 BMSが誕生して
10年が経過したが、この間、流通
BMS協議会は、標準仕様の維持管
理・普及推進活動を続け、流通BMS

の導入数も堅調に伸ばしてきた。
　現在、2024年 1月に提供終了と
なる NTT東日本 /西日本の INS

ディジタル通信モードや、PSTN

の IP化といった通信インフラの変
化、そして 2023年 10月 1日から
導入される「適格請求書等保存方式
（以下、インボイス制度）」と「令和
3年の電子帳簿保存法改定」への対
応による影響も大きく、さらに流通
BMSの重要性が高まっている。
　本稿では上記に挙げた影響度合い
を含め、流通 BMSの普及状況につ
いて、2021年末に実施した「流通
BMS導入実態調査」（2年に 1度）
の調査結果を紹介する。

流通 BMS 導入状況

　小売業の流通 BMS導入済み企業
は、前回の調査では 49.0％だった
が、今回の調査では 60.0％と半数

を超えた。卸売業・メーカーも前回
の調査では 55.0%だったのが、
69.8％となり、小売業、卸売業・
メーカーともに順調に普及が進んで
いる（図 1、図 2）。
　小売業が流通 BMSを導入する理
由の調査結果は、「機器（JCA手順
など）の更新ができないから」
(40.4%)、「伝票レス化を実現する
ため」(36.8%)、「NTT の IP 網へ
の移行計画を受けて」（29.8%）、「取
引先から要請があったから」
（28.1%）、「同業他社の導入が進ん
でいるから」（26.3%）といった回
答が上位に並んだ。
　なお、基本メッセージにおける小
売業の利用メッセージ割合は「発注」
(95.3%)、「出荷」(76.7%)、「受領」
(67.4%)、「支払」(53.5%)、といっ
たメッセージの利用が多いことが分
かった（図 3）。しかし、「請求」
(16.3%)の利用が少ないことから、
各社が請求レスによる業務効率化を
進めていることが分かる。

使用している通信手順

　現状、各社が利用している通信手
順について、小売業の流通 BMSの
導入は 65.0％となり、JCA手順の

導入は 37.5％と 40％を下回った。
　2009年の調査開始から多くの企
業で利用されてきた JCA手順が着
実に減少している。ここ 2年で、流
通 BMSを導入後、流通 BMSの対
象部門を拡大し、JCA手順を終了
した企業が増えていると推察される。
　通信手段として、流通 BMSと
Web-EDIの二つの手順が多く利用
されている。ここで出てきたWeb-

EDIとは、流通 BMSの補完手段と
して取引量の少ない卸売業・メーカ
ー向けに提供される EDIと、流通
BMS協議会では位置付けている。
　レガシー EDIのままだと通信の
遅延が懸念されている影響が大きい
ため、今後、通信手順を JXなどに
変えるだけの企業が一時的にでも増
加することが予想される。

図 1　小売業　流通 BMS導入状況 図 2　卸売業・メーカー　流通 BMS導入状況

図 3　小売業 利用メッセージ種
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＜通信インフラの変化＞
　NTT東日本 /西日本が 2021年
1月より JCA手順などで利用され
ている公衆電話網について、他の通
信事業者との接続を IP網に移行す
ると発表している。IP網の移行に
よる EDIへの影響は IPパケット変
換などによる「通信の遅延」である。
通信が遅延するということは、受発
注の送受信時間が長くなるというこ
とであり、卸売業・メーカー側では
出荷の業務に影響する場合がある。
結果、小売業はいつも通り商品が入
荷できない可能性がある。
　NTT東日本 /西日本の発表内容
では、INSネットディジタル通信
モードの提供終了は“2024年 1月”
であり、他の通信事業者が IP網に
接続できるのは “2021年 1月 ” 以
降からとされている。つまり、IP

パケット変換などにより通信の遅延
が発生し業務に影響する可能性があ
るのは “2021年 1月 ”からであり、
すでに始まっているということだ。　
　複数の企業同士で接続する EDI

では、相対の全ての企業がどの通信
事業者を利用して EDIを行ってい
るのか確認するのは非常に困難であ
る。流通 BMS協議会としては、
JCA手順での EDI処理に遅延など
が発生し、入荷業務などに影響を及
ぼし始めていると考え、情報志向型
卸売業研究会で整理した内容を基に
リーフレットを作成し、HPに掲載
している。
https://www.gs1jp.org/ryutsu-
bms/info/pdf/BMSflyer_s.pdf

インボイス制度への対応方法

　流通 BMSは 2021年 12月にイ
ンボイス制度に対応した基本形
Ver2.1を公開済みである。それを
踏まえてインボイス制度への対応方
法に関する調査を行った。
　小売業では流通 BMSで対応する
と回答した企業が 58.8％であり、
区分記載請求書等保存方式時（以下、

前回の調査結果とする）の対応と比
較して、増加している（図 4、図 5）。
Web-EDIでの対応や紙の請求支払
での対応、紙の伝票での対応につい
ては前回の調査結果と比較してやや
減少傾向ではあるが、あまり大きな
変化はなかった。レガシー EDIで
対応に関しては 16.3％と前回の調
査結果から着実に減少している。紙
での対応や、Web-EDIの改修で対
応すると回答している企業が多いも
のの、流通 BMSで対応する企業は
着実に増加している。
　流通業界においては、伝票レスや
請求レスなど、取引業務の効率化を
早くから進めてきた。流通 BMSで
対応している、もしくは、対応を予
定している企業が、紙で対応すると
いうことは、効率化の流れに逆行す
る。ペーパーレス化による事務の効
率化を実現しつつ、スムーズにイン
ボイス対応を行うには、流通 BMS

が早急に、そして、網羅的に導入さ
れている必要がある。
　導入実態調査の結果は協議会ホー
ムページにて公開している。

おわりに

　インボイス制度への対応は各企業

の現状の業務処理により、いろいろ
なパターンが考えられる。しかし企
業間取引においては、個別仕様によ
る対応が増加すると、運用が煩雑に
なり､ システム開発の負荷が大きく
なる。
　流通 BMSでは、早い段階で法制
度と現状の企業における業務処理を
照らし合わせ、流通業界全体でイン
ボイス制度への対応を検討して標準
を策定している。
　インボイス制度開始まですでに 1

年半を切っている。また 2023 年 12

月末まで宥恕措置が示された電子帳
簿保存法の改訂や、NTT 東日本／西
日本の INS ネット（ディジタル通信
モード）サービスの提供終了なども
あり、インターネットを利用し、電
磁的情報交換を行い、かつ交換した
情報についても電磁的に保存してい
く必要が増すと考える。加えて新型
コロナウイルス感染拡大が長期化
し、働き方や人とのつながりが対面
からオンラインという新しい様式に
変化してきている。今後はさらなる
DX 化の加速により、流通BMSの導
入も増加すると考えられる。
（流通BMS協議会事務局　小山）

図 4　小売業 インボイス方式の受発注・請求書支払における対応方法について

図 5　小売業 区分記載請求書等保存方式受発注・請求書支払における対応方法について
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　2022年3月 1 日から 4 日の4日間、
「リテールテック JAPAN2022」
（日本経済新聞社主催）が東京ビッ
グサイトで開催された。今回も、当
財団は特別協力団体として開催を支
援している。
　当財団の展示エリアは、出展内
容、目的に応じて、「流通情報標準
化ゾーン」、「流通 BMSゾーン」に
分かれている。それぞれのゾーン内
に GJP会員のブースもあり、今回
は「流通情報標準化ゾーン」に2社、
「流通 BMSゾーン」に 5社、出展
いただいた。

GS1 Japan の各種事業を紹介

　「流通情報標準化ゾーン」では、
GS1 標準の GTIN（JAN コード）、
データベースサービス、電子タグ、
ヘルスケアや各協議会など、GS1 

Japanのさまざまな事業の取り組
みをまとめたパネルの展示や動画の
上映、各種資料を配布するととも
に、それぞれの事業の担当者が立ち
会い、GS1標準の説明を行った。
　さらに今回は電子タグのデモコー
ナーを設置した。今後、電子タグの普
及が拡大し、電子タグを付けた商品が
主流になった時、企業が電子タグに独
自の識別コードを利用していると自
社商品だけを読み分けることが困難
な状況や、コードの重複が発生する恐

れがある。これを回避するために、
GS1ではGS1識別コードを電子タグ
で扱うEPCの使用を推奨している。
　今回のデモでは、商品やパレット
に見立てたミニチュアに EPCの電
子タグを付けて、一つ一つ読み分け
が可能であることを実演すること
で、標準化されたコードのメリット
を示した。
　「流通 BMSゾーン」では、流通
BMS動画上映や資料配布、担当者
による説明を実施。今回は喫緊の課
題である消費税軽減税率（インボイ
ス制度）に関するパネルを配置する
ことで、注意喚起と早急な対応を呼
びかけた。
　また、展示エリア内に「セミナー
エリア」を設け、ブース内出展社の
商品・サービスの紹介、および
GS1 Japanの事業内容の説明など
を行った。出展社のセミナープログ
ラムは表の通りである。

来場者は回復傾向、今後の増加を
期待

　今回も新型コロナウイルス感染症
拡大の影響で、「まん延防止等重点
措置」が実施される中での開催とな
ったが、実際にビッグサイトに足を
運んだ来場者は
日経メッセ全体
で 10 万 8536

人、リテールテック（含むセキュリ
ティショー）においては昨年の
RTJ2021より 1万 5000人ほど多
い 5万 29人に上るなど、回復の兆
候が見られた。
　来場人数はコロナ以前に開催した
時には及ばないものの、例年以上に
セミナーや担当者の説明に熱心に耳
を傾け、情報収集する来場者の姿が
目立っており、展示会本来の効果が
上がっていることが推測できる。
　7月には、前回より新たな展示会
として導入された「リテールテック
OSAKA2022」の開催が予定され
ており、当財団はこちらの展示会に
も出展を予定している。前回以上の
来場者を期待したい。

（GJP会員制度事務局）

リテールテック JAPAN 2022 に出展
ー 来場者は5万人に回復 ブース内には熱心に情報収集する来場者の姿 ー

各社の担当者が出展ブース前で待機中 表：各社のセミナーテーマと概要

デモ機材で電子タグの仕組みを説明
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　2022年 3月、当財団は 2022年
度の事業計画および予算を審議する
ため、2021年度 第 2回通常理事
会および 2021年度 第 2回評議員
会を開催した。

2021 年度 第 2 回通常理事会

　2022年 3月 18日に明治記念館
（東京・港）にて開催した。
　荒井監事による新任挨拶の後、迎
会長が議長となり議事が行われた。
また、議事録署名人は議長の他に服
部監事と荒井監事が務めた。

　第 1号議題「2022年度事業計画　
　について（案）」
　第 2号議題「2022年度収支予算　
　について（案）」
　第 3号議題「登録事業積立金の
　　取り崩しについて（案）」
　第 1号～第 3号議題は相互に関
連があるため一括審議したい旨の提
案があり了承された。
　杣谷専務理事から各議題の内容に
ついて説明があり、議長が 3議題
について諮ったところ、全員異議な
く原案のとおり承認した。

　第 4号議題「理事の職務執行状　
　況について」

　常勤理事である迎会長、杣谷専務
理事、西山理事、森理事が、2021

年 6月開催の 2021年度 第 1回通
常理事会終了後から現在までの職務
執行状況について報告を行った。
　
　第 5号議題「2021年度 第 2回　
　　評議員会の開催について(案）」
　評議員会の日時および場所、議　
題および議題の概要について承認　
した。

　議長は、以上をもって閉会を宣し
た。

2021 年度 第 2 回評議員会

　2022年 3月 23日に明治記念館
にて開催した。
　細野評議員が議長となり議事が行
われた。また、議事録署名人は議長
の他に淺野評議員と廣根評議員が務
めた。

　第 1号議題「2022年度事業計画　
　について（案）」
　第 2号議題「2022年度収支予算　
　について（案）」
　両議題は相互に関連があるため一
括審議したい旨の提案があり了承さ
れた。

　杣谷専務理事から各議題の内容に
ついて説明があり、議長が両議題に
ついて諮ったところ、全員異議なく
原案のとおり承認した。

　第 3号議題「評議員の選任につ　
　いて（案）」
　評議員 1名の辞任に伴い、後任
の評議員選任について諮ったとこ
ろ、全員異議なく次の者を評議員に
選任した。
　辞任：小林　憲明
　新任：前原　正雄　

（2022年3月23日付）

　議長は、以上をもって閉会を宣し
た。
　閉会後、GS1およびGS1 Japan

のデータベース関連事業への取り組
みについて森理事が評議員へ報告
し、質疑応答が行われた。

　今回承認された 2022年度事業計
画および予算は、当財団ホームペー
ジに掲載されている。
　また、次回の理事会・評議員会は、
2021 年度決算を審議するため
2022年 6月に開催予定である。

（総務部）

理事会・評議員会を開催
ー 2022 年度の事業計画・予算を審議 ー

理事会開催風景 評議員会開催風景
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※ 見学会につきましては､新型コロナウイルスの感染状況に配慮しながら､実施するか検討して  
　おります｡
※ 見学会につきましては､新型コロナウイルスの感染状況に配慮しながら､実施するか検討して  
　おります｡
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して､最新のシステム技術､システム化事例､業界動向､国際動向などの情報を共有し､流通業界全
体のシステム化､標準化を推進することを目的とします｡
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